
平成 28年度の目標およびその達成に向けた活動計画
　田原市農業委員会では、今年度の目標と活動計画を次のように設定し、活動しています。
　（主な内容を抜粋、平成 28 年６月設定）

１　遊休農地に関する措置
（１）　現状　

管内農地面積　6,784ha
遊休農地面積　　454ha

（２）　課題
農業者の高齢化と後継者不足により遊休農地が発生
している。遊休農地発生防止の呼びかけと早期発見
が必要である。

（３）　目標
遊休農地解消面積　20ha

（４）　活動計画　
利用状況調査　9 月～ 10 月
調査結果取りまとめ時期　11 月～３月

（５）　調査方法
農地利用集積促進員により、管内農地を１筆ごとに
調査する。

２　担い手への農地の利用集積・集約化
（１）　現状

管内農地面積　6,330ha
（耕地および作付面積統計より）
（２）　課題		

農業従事者の減少・高齢化などによる耕作放棄地の
増加、農地の分散が農地の確保・有効利用を図る上
で課題となっている。

（３）　目標
集積面積　20ha　

（４）　活動計画　
年４回発行の農業委員会だよりを利用して広く制度
の普及に努め、効率的な利用集積を促進する。

３　新たな農業経営を営もうとする者の参入促進
（１）　現状

平成 27 年度新規参入者数　３経営体
平成 27 年度新規参入者が取得した農地面積　1.8ha

（２）　課題
農地の取得、営農技術の取得、資金の確保などの支
援が必要である。

（３）　目標
３経営体

（４）　活動計画
年４回発行の農業委員会だよりを利用して広く制度
の普及に努め、新規参入者の支援を促進する。

４　違反転用への適正な対応
（１）　現状

違反転用面積　8.5ha
（２）　課題

農地法の理解不足による違反転用も多くあり、違反
転用防止を図るため農地パトロールの強化、是正指
導を実施するとともに、農地法についての周知を図
る必要がある。

（３）　活動計画　
農業委員会だよりに
より違反転用防止を
周知する。農地パト
ロールを実施する。
違反転用箇所を把握
し、原状回復などの
指導を行う。
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